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設立

NPO法人設立 2004年
従業員数

847名(2023年5月)

会長：駒崎弘樹
代表理事：赤坂緑

東京都の初代認定NPO団体
子ども・子育てに関わる10以上の事業政
策提言や文化創造をおこない、
総合的に社会変革を推進

認定NPO法人フローレンスについて

国内NPO最大規模
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病児保育問題 待機児童問題 障害児保育・支援問題 多胎育児問題

ひとり親家庭の貧困・こどもの貧困・孤育て問題 赤ちゃん虐待死問題 政策提言／緊急支援

取り組む社会課題と事業・活動

こども・子育て・親子に関わ
る政策提言、ソーシャルアク
ション活動
国や行政の制度設計
国内災害時の緊急支援等
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病児保育事業
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✓ 2005年より自宅訪問型の病児保育を開始。

✓ 当初の利用会員数はたったの38名だったが、
2017年度には6,000名超。

✓ 預かり件数は累計50,000件以上。

✓ 設立以来14年間無事故。

37.5℃の壁
保育園では、子どもが37.5℃以上の熱を出すと預かってもらえない。
子どもが熱を出すのは当たり前。預け先がなく、職を失う人がいる。
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障害児保育事業
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✓ 2014年、医療的ケアの必要な子や重症心身障害児に長時間保育を提供
する「障害児保育園ヘレン」を開園。

✓ 2015年には保育士や看護士が自宅でマンツーマン保育する
「障害児訪問保育アニー」を開始。

✓ ヘレン・アニーを利用している
就業を希望する母親は100%就業が可能に。

障害児の母親の常勤雇用率は5%
保育の受入先が極度に不足している日本では、
障害児の母親の大半は、仕事を諦めるしかない。
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こども宅食
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日本の子どもの9人に1人が相対的貧困

ひとり親家庭だと2人に1人が相対的貧困

こどもの貧困
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単なる食支援ではなく、定期的な食支援をフックに、つながりを作り、

子育て家庭に伴走する事業です

こども宅食とは
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食品確保・保管 配送準備・梱包 配送・見守り 相談など

農家や企業などから寄付食品を集め、梱包し個別に配送するのが基本の流れ。
家庭を見守りながら、その後の相談や情報提供につなげる。
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2017年、「文京区こども宅食」誕生
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仕分け
梱包

・物流計画、管理
・配送情報管理
・提供いただいた食品の管理
・不足分の食品の購入

・食品の梱包、保管

・食品の配送

・ハーティスト（配送スタッフ）
による見守り

・評価システムの構築
・アンケートによる成果の測定

・申込み窓口
・事業推進
・広報
・協力・協賛企業の開拓
・利用者対応
・情報提供

申込み

・事業コンサルティング

・対象者への案内
・寄付の受付、管理

官民連携のコレクティブ・インパクト形式の運営

・ファンドレイジング

文京区こども宅食コンソーシアム

利用世帯

・協力・協賛企業の開拓

・寄付食品の調達

*

*セイノーホールディングス株式会社の関連会社 13



利用世帯数

150世帯

431世帯

555世帯※

※ 毎年10月が利用更新時期となっている。

+図書カード
+女性向けのカバン

+観劇チケット

585世帯※

第4期（通年申し込み）

2020年10月ー2021年8月

2018年4月

2018年10月

2019年10月

597世帯※

2020年10月

+演奏会
チケット

+スポーツ観戦

+書籍
+ガスコンロ

+書籍

+ミュージアム
チケット

+スポーツ観戦

+レジャー施設招待

+ミュージアム
チケット

+コンサート
チケット

+学用品+玩具

+お米券*

+QUOカード*

+書籍 +レジャー施設招待

+運動靴

+日用品

+衣料品サンプル

セール招待

* 新型コロナウイルス感染症の影響に対する緊急支援として実施

第1期（年1回申し込み） 第2期（通年申し込み）

2ヶ月に1回配送+7月臨
時便（計7回）

2ヶ月に1回配送
（計6回）

2017年10月—2018年8月 2019年10月ー 2020年8月2018年10月ー2019年8月

2ヶ月に1回配送
（計6回)

第3期（通年申し込み）

2021年10月-2022年8月

651世帯※

2021年10月

+図書カード

+衣料品サンプル

セール招待

+食品無料クーポン

+コンサート
チケット

+ミュージアム
チケット

+書籍

+オンライン
講座

+学用品

+レジャー施設招待

食品以外に日用品や学用品、本、雑貨「体験の機会」の提供なども実施

2022年10月-2023年8月

第5期（通年申し込み） 第6期（通年申し込み）

596世帯※

2022年10月 656世帯※

2023年3月

2ヶ月に1回配送
（計6回)

2ヶ月に1回配送+
3月コロナ対策臨時便

（計７回）

2ヶ月に1回配送+
3月コロナ対策臨時便

（計７回）

文京区こども宅食の利用者数・活動推移
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196 団体

約40/47都道府県

こども宅食実施団体が

対象としている市町村

支援世帯数

約1.2万世帯
※パントリー形式による定期的な見守りも含めると2.7万世帯

こども宅食応援団が連携する

こども宅食の導入団体

全国に広がる「こども宅食」
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（一般社団法人こども宅食応援団）

利用者実態：8割が公的支援を利用していない
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心理的な障壁 周囲のまなざし

物理的な制約 情報の伝達

フードバンクやこども食堂に行きたくても、ガソ

リン代や駐車場台を出すお金の余裕がないんです。

プライドなのかもしれないけど、貧しい、生活が苦し
いというのは周りに知られたくなくて。特に保育園の

人には。

田舎町の◯◯市で支援を受けることは…何人も顔見知
りがおりますので…子ども食堂やフードバンクもあり

ますが利用できません。

私より困っている人がいるんじゃないか、私なんか

が利用していいのかなという思いがあって。

家計も赤字だし、子育てもうまくできていないし、

人に知られたら「親として失格」と思われるのでは

昔、支援を受けたときに嫌な思いをしたことがあっ

て。もう関わりたくない。

仕事を掛け持ちしながら子育て。

平日に窓口に行く余裕がない。

どうやって支援団体に助けを求めたらいいかも、

わかりません。

とにかく自治体の支援の情報もこちらから調べないと

届かないし、支援自体が少なすぎる。

支援につながるまで、様々な制約や障壁が存在する
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支援のアプローチ 支援の枠組み

申請主義・窓口型
困っている人が来るのを待つ

地域での支援
地域の社会資源を活用して行う

自治体の窓口が利用されてない※

80.4%
自治体の窓口を

利用したことがない

※対象：こども宅食を利用している全国の子育て世帯

コロナウイルスに関する影響アンケート回答世帯
(n=1,015)

コロナ以前は利用

現在も利用

地域の支援者の慢性的な不足

NHK News Webより転載
https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210520/k10013040951000.html

課題

既存の
方針

「こども宅食」で見えてきた課題
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食品配送等の支援を届けながら、オンラインで継続的に声かけ、
ゆるやかに雑談・相談を受け、情報提供・支援へつなぐ

デジタル
ソーシャルワ
ーカー子育て家庭

宅食届きました！ありが
とうございます。子ども
も大喜びです。

最近寒いですね。ところ
で、XXについて聞いても
良いですか？

今日はとても疲れました。
実はXXXでとても悩んで
いて…。

無事に届いてよかったで
す！ぜひお子さんと楽し
んでください。

寒いですね＞＜暖かくお
過ごしください。XXにつ
いて、ぜひご質問くださ
い。

お仕事お疲れさまです。
XXXに関するイベントが
お近くであるようなので
すが、ご興味あります
か？

解決策の1つ：デジタルの活用で地域を超える
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①LINEでつながる

子育て家庭

②家庭のニーズを共有
地域支援を調整

③相談対応＆
地域支援へのつなぎ

デジタル
ソーシャルワーカー

行政・社協 etc…

病院・保健センター

支援団体 etc...

こども宅食やプレゼント企画などを通じて
自然なやり取りをする中で、
相談にのったり情報提供をしていく。

④必要に応じた
訪問支援や同行支援

ソーシャルワーカー（リアル）

連携

デジタルとリアルの「ハイブリッド」ソーシャルワーク
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デジタルソーシャルワーカー

1ケースを数人でフォローしていくスタイルなので、悩んだら
相談できる環境があって、連携している楽しさがあります。
（元医療機関の医療ソーシャルワーカー・副業中＠東京都）

遠隔ながらもチームで和気あいあいと協力しながら
相談対応ができ、分からないことや悩むこともチー
ムメンバーに気軽に相談ができます。
(元社協の相談員・副業中＠愛知県)

様々な経験を積んだ方がいるので、他の方々の対応
がとても勉強になります。
(元障害施設の生活相談員・副業中＠徳島県)

社会福祉士・保健師・看護師・心理士等の有資格者が、全国からフルリモートで参画
子育て等で制約がある専門人材を活用し、地域・行政の専門人材不足を補完します
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2021年7月
神戸市と覚書締結
「おやこよりそいチ

ャット」開始

2022年5月
山形市の

「おやこよりそいチャット
やまがた」受託開始

2022年10月
前橋市の母子手帳アプリ
にチャット相談機能追加

2022年2月
実質ひとり親への

緊急支援とLINE相談開始

2022年11月
外国ルーツの方対象
「Global Oyako Chat」開始

2023年4月
山形市の伴走型相談支援

事業を受託開始

「小さな解」

自治体連携モデル

母子手帳連携

多言語対応

母子保健連携

独自事業

自治体連携や独自事業として全国へ展開中
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事例紹介

デジタルソーシャルワーカーがオンラインで相談に乗りながら、
行政・地域支援につないだ事例が多数あります

息子が家事をやってくれていましたが、
心労から自律神経系の病気になってしまい
つらい思いをさせてしまっています。
（38歳女性 ひとり親家庭）

娘が不登校で、私もうつ病で…
親子で煮詰まり悩んでいます。
この先がとても不安です。
（50歳女性 ひとり親家庭）

食べるものが何もなくなってしま
いました。二人の子供だけでもい
いので助けてください。
（女性 ひとり親家庭）

息子さんとご本人の意向を丁寧にヒアリ
ングし、自治体による「こどもケアラー
家庭へのヘルパー派遣制度」を案内し、
申請手続きを支援

不登校支援の情報提供をしていく中で、NPO
団体のオンライン学習支援の申込みにつなが
り、娘さんが奨学生として申請が通る。

地域団体と連携して食支援を実施。その後も
つながり続け、より添っていくことで前向き
になり、自分から社協や役所に相談に行ける
ように。

ヤングケアラー家庭

こどもが不登校

生活困窮

行政の支援制度へ

NPOの支援へ

食支援から継続的なつながりへ
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こどもの体験格差
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子どもの体験活動への参加状況
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2023年7月12日 #夏休み格差をなくそう キャンペーン開始
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ご提供した世帯数

みなさまからのご支援により

全国2,885世帯 へ

機会のお届けができました
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プログラムに参加したご家庭の様子
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全国から予想を超える反響があり、ニーズの高さを痛感

申し込み時の、親御さんからの悲痛な訴え

養育費貰っていないので収入確保のため平日と土曜日の週6日働いております。

休みは日曜日しかないため子どもと過ごす時間が少なく、夏休み等の長期休みも

関係なく仕事しているのと、長期休みの時は値段も高くなる関係で

どこかに連れて行ってあげたことがありません。

こどもは本当の気持ちを隠して、遠慮して、我慢して、

自分の気持ちに折り合いつけて、日々過ごしているのがわかります。

決して親の前ではそんなこと言いませんが。

テレビでこのプロジェクトを拝見し、思い出作りをしたいと思い応募しました。
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こどもの “体験格差” を解決する

体験提供プラットフォームを作りたい

#夏休み格差をなくそうプロジェクト

を通じて明らかになった課題を糧に、

「こどもの体験格差」問題に

取り組み続けます
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「時間の貧困」に対する
「こども宅食」のインパクト評価
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社会的インパクトマネジメント
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ロジックモデル：「余剰時間の増加」はアウトカムの1つ
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年1回の評価：余剰時間にも一定の変化を観測
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宅食利用家庭の35%が「余剰時間が増加」
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増加した時間は「休息」「子どもと過ごす時間」に
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「体験機会」の提供は「子どもと過ごす時間」の増加にも

37



「こども宅食」利用家庭から見える
就労と課題重複

38



利用家庭の課題を分類し、分析

39



生活満足度と課題重複には関係があった

40



課題重複世帯の特徴

41



仕事・病気・子どもとの関係・教育・情緒不安定が重なる

42
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